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民主党 自民連 その他 無所属 全 体
ソウル 3(3) 3(2) 5(5) 0 0 11(10)
仁川・京畿道 1(1) 3(3) 4(4) 1(1) 0 9(9)
江原道 2(2) 1(0) 0 1(0) 1(1) 5(3)
大田・忠清道 4(3) 1(1) 7(5) 4(3) 0 16(12)
光州・全羅道 0 4(2) 0 0 4(4) 8(6)
大邱･慶尚北道 4(0) 1(1) 1(1) 3(3) 0 9(5)
釜山･慶尚南道 12(0) 2(2) 0 3(3) 3(3) 20(8)
済州道 0 0 0 0 0 0
































































































































































































共同代表 朴巨用 大学教授。民主化のための全国教授協議会共同議長。 無
共同代表 申 秀 1983年韓国女性電話会長、95年政務第２長官室女性政策審議実務委員、99年韓国女性団体連合共同代表、00年国連女性差別撤廃委員会委員 有
共同代表 鄭康子 1987年韓国女性民友会相談部部長、00年最低賃金真偽委員会公益委員、01年～国家人権委員会非常任委員、02年～放送委員会選挙放送審議委員会審議委員 有


























委員長 張元 大学教授。緑色連合事務総長。1995年韓国環境社会団体会議初代共同代表 無
執行委員 金起式 1993年参与民主主義のための社会人連合事務局長、98年参与連帯事務局長、99年参与連帯政策室室長、02年～参与連帯事務処長 無
執行委員 キム･ミニョン ソウル大学学生会事務局長、1992年～95年仁川労働現場投身、参与民主主義のための仁川地域社会センター、95年参与連帯地方自治担当幹事 無
執行委員 キム･ジェナム 1991年青い韓半島を取り戻す市民の会代表、緑色連合事務処長 無
執行委員 キム･ジェヨン 1993年第１期韓総連議長、韓国青年連合会組織委員長 無
執行委員 朴珠賢 弁護士。1988年民主社会のための弁護士会加入、89年韓国女性団体連合政策委員、92年～経実連中央委員 無
執行委員 辛鍾元 1987年ソウルYMCA市民中継室幹事、97年～98年ソウル公選協事務処長、99年～司法改革委員会専門委員、03年放送委員会報道教養第１審議委員会審議委員 有
執行委員 尹智煕 1999年新教育共同体委員会委員、00年真の教育のための全国父母会会長、01年～教育部自体業務評価委員会委員、03年政策企画委員会未来戦略分科委員 有
執行委員 鄭大和 大学教授。1995年～97年学術団体協議会研究委員長、00年～02年参与連帯運営委員、00年～疑問死真相究明委員会諮問委員 有
執行委員 曺 大学教授。学術団体協議会運営委員会委員長 無
執行委員 崔廷漢 1993年緑色交通運動事務処長、95年～ソウル市交通対策企画団企画委員、97年～歩きたい都市を作る市民連帯事務総長 無
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Agendas, Alternatives, and Public Policies,2nd ed.,New York,Longman,
2003,pp.2-4.「水門」の比喩は、大嶽秀夫『現代政治学叢書11 政策過程』東
京大学出版会、1990年、107頁。
(67)李洪允の博士論文は、金大中政権以降の国民基礎生活保障法制定では、議
題設定も含め市民団体が主導的な役割を果たしたとしているが、本稿が描く議
題設定過程とも立法過程とも異なる。李洪允、前掲論文、149頁。
(68)拙稿「民主体制定着期の韓国における政治と市民社会⑶」（『札幌学院法学』
第22巻第１号、2005年11月、158頁。
(69)保健福祉部『第１次社会保障長期発展計画（1999～2003）』ソウル、1998
年。この計画書を見る限りでは、生産的福祉の言葉は「国民基礎生活の保障」
の文脈で用いられている。自活事業もそこに含められているが、やはり生活保
護が中心である。「国民基礎生活の保障」は、具体的には「勤労能力のない低
所得階層には最小限の基本的生活保障。勤労能力者には就業機会提供などで自
活・自立基盤造成」であり、労働能力のある者は生活保護から除外されている。
だが計画文書中に年齢・性別などの人口学的条件の選定基準を「緩和」（34頁）
する記述も見られることを付言しておく。
(70)「働く能力のある者にまで公的扶助を支給することは勤労意欲を阻害する
ために勤労能力のある者は作業訓練と職場の提供に力点を置かなければなら
ならず、公的扶助は必ず必要な者にのみ最低水準が支給されなければならな
い。」これは予算管轄部処の文書にある記述である。李洪允、前掲論文、148頁。
保健福祉部の白書にも類似した記述がある。「条件付生計給与制度は、勤労能
力があるにもかかわらず勤労しない受給者に自活事業参加を条件として生計
給与を支給し、正当な理由なく自活事業に参加しない場合、本人の生計給与を
中止するようにした制度である。条件付生計給与制度は国民基礎生活保障制度
の施行で最低生計費以下のすべての低所得層が勤労能力の有無に関係なく国
家から基礎生活の保障を受けることによって、勤労能力のある受給者が国家の
保護に安住する道徳的弛緩（Moral Hazard）発生を防止するための制度的保
管装置である。」『保健福祉白書 2003』ソウル、保健福祉部、2004年、78～79
頁。年齢的制限が撤廃されたことが国民基礎生活保障法の核心部分であるが、
それによって失業者が救済される道が開かれた一方、受給者のモラルハザード
の懸念から労働を原則義務付けるものとされたところに特徴がある。
(71)注の(70)で説明したように、国民基礎生活保障法では労働能力のある者が
生計給与を受給する場合には、原則的に労働が義務付けられている。これは福
祉給付を条件に労働市場への緊縛を強める「労働力拘束アプローチ」のワーク
フェアである。この概念については、宮本太郎「福祉レジーム論の展開と課題
―エスピン・アンデルセンを越えて？―」埋橋孝文編著『比較の中の福祉国家』
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ミネルヴァ書房、2003年、29～30頁。国民基礎生活保障制度それ自体がもつ
労働連携部分が、実際においては、どのような労働と結びついているのか見て
おくことにする。韓国保健社会研究院のノ・デミョンによれば、2002年の国民
基礎生活保障の受給者総数は135万名であり、そのうち勤労能力のある者（15
歳～65歳）は29万名ほどであった。この29万名のうち18万名が民間部門に
就労し（その内の11万名は非正規職）、４万４千名ほどが政府の自活事業に参
加し（02年12月の保健社会部資料によれば、自活事業参加者は４万７千名で
あり、その内１万２千名は非受給者である貧困層の次上位階層とされる）、６
万５千名が労働義務の免除者である。労働能力のある受給者29万名の就労状
態を見るならば（03年５月の保健社会部資料では全体数が30万名で若干異な
る）、日雇い44％、臨時雇用10％、常時雇用６％であり、零細な規模と見てよ
い自営業18％、失業及び未就業が23％である。受給者の就労は、非正規職、
日雇い、臨時雇いが主であり、貧困脱出の可能性のある常時雇用がかなり少な
いことが特徴とである言える。このような就労状態から言えることは、国民基
礎生活保障制度のワークフェアは積極的労働市場政策の機能としてよりも、現
実的には受給者のモラルハザードを防ぎ財政負担を抑制することに目的があ
るということである。以上の数値は、ノ・デミョン「韓国自活支援制度の改善
方向に対する争点」『社会福祉と労働』ソウル、第７号、2003年、79～110頁。
さらに次のような指摘もある。労働を義務付けられた受給者の内、非就業対象
者（つまり労働部ではない保健社会部の自活事業対象者）の55.3％が疾病若し
くは障害があるとされている。この55.3％は、保健社会部の02年12月現在の
資料をもとに推定するならば１万５千名程度になる。事実、ソウル市内のノ
ウォン自活支援センターに委託された31名の受給者は労働の義務を負わされ
ているが、その内半数の14名が疾病若しくは障害によって労働不可能な状態
にあるとされる。自活事業は劣悪な労働を強要するものではないとしながら
も、疾病や障害のある労働困難な者や家族の介護などに追われる者に国民基礎
生活保障の受給条件として労働を強制することが正しいことなのか問題を提
起する意見もある。１万５千名という数は、受給者総数135万名の１％、勤労
能力のある受給者29万名の５％である。数％の受給者に過ぎないとも言える
が、その者たちの人権が問われることになるし、生産的福祉の労働連携の「生
産的」部分に、このような自活事業の現状があることも確認しておくべきこと
である。上記の数値と自活事業の問題については、ジョ・ソンウン「韓国で『自
活』は可能なのか」『社会福祉と労働』ソウル、第２号、2001年、162～17頁、
参照。
(72)ホ・ソン「公共扶助の改革運動の成果と課題―参与連帯の活動を中心に―」
ソウル、批判と代案のため社会福祉学会、2004年秋季学術大会、同ホームペー
ジ、http://bipan.new21.net/より2005年１月25日取得。
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(73)李洪允、前掲論文、73～96頁。
(74)崔栄起他『1987年以後の韓国の労働運動』ソウル、韓国労働研究院、2001
年、429～430頁。
(75)民主労総の1996年３月の内部資料からの再引用。原文は、林栄一『韓国
の労働運動と階級政治（1987－1995）―変化のための闘争、協商のための闘争
―』馬山、慶南大学校出版部、1998年、236～237頁。このような指摘はリュ・
マンヒによってもなされている。リュによれば、1990年代後半の社会改革闘争
は事業計画書の中の事業にとどまり進展も特になく、97年の経済危機に直面
して、労働運動としては整理解雇を防ぐのに精一杯となり、民主労総は政労使
三者協議機構を通じて社会保障の政策転換を図るようになったという。このよ
うなリュの議論に対する疑問は、運動としては防御態勢に入った労組が、なぜ
社会保障の要求を政府に受け入れさせることができたのかということである。
この解答を、民主労総など労組に求めても見出せないというのが本稿の視点で
ある。またリュの論文で興味深いのは、2004年現在、労働運動の福祉政治は上
からの展開であったという限界が見え始めたとしている点である。リュによれ
ば、社会保障をめぐっては労総指導部と一般組合員との間で認識の乖離があ
り、これまでのような市民団体とともに声明書発表等を行う「連帯主義的福祉
戦略」では、その乖離を埋められなどころか、一般組合員によって無視される
状況に至っているのが現実であるという。リュ・マンヒ「韓国の労働運動と福
祉政治（welfare politics）：1995－2003」批判と代案のための社会福祉学会、
2004年秋季学術大会発表原稿、同ホームページ、http://bipan.new21.net/より
2005年１月25日取得。
(76)金容益「保健医療運動の新たな主体とならなければならない社会運動」『福
祉動向』第５号、1999年２月。参与連帯のホームページ、http://www.peoplep-
ower21.org/より2005年３月20日に取得。金容益はソウル大医科大教授であ
り、医保統合・医薬分業の医療改革に取り組んだ人道主義実践医師協議会の幹
部でもあり、金大中政権の保健福祉部の中に入り医薬分業を推し進めた人物で
ある。
(77)趙 姫「保健医療市民運動の成果と課題」批判と代案のための社会福祉学
会、2004年秋季学術大会発表原稿、同ホームページ、http://bipan.new21.net/
より2005年１月25日取得。
(78)金容益、前掲論文。
(79)1994年１月の薬事法改正で附則１条に、薬師は医師又は歯科医師の処方
箋に従い医薬品の調剤をしなければならないという規定を３年から５年以内
に施行するとされた。したがって1997年から99年の間には法改正を実現する
タイムスケジュールとなっていた。つまり法改正、及び実施までに１年ほどし
か時間は残っていなかった。
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(80)1997年12月の金大中の大統領選挙公約のうち、新聞が選定した「10大看
板公約」を見ると、社会保障にかかわる項目は二つである。一つが国民健康保
険（医療保険統合及び適用拡大）であり、もう一つは老人年金つき５万ウオン
引き上げである。すでに金泳三政権によって老人福祉法が改正され無拠出の老
人年金制度が導入されており（対象は生活保護受給者を含む低所得高齢者に限
定）、金大中候補の公約は年金額の若干の増額に過ぎないことを考えれば、金
大中候補の社会保障政策の目玉的公約は医保統合であったと言える。大統領選
挙公約については、「３党大統領候補比較」「朝鮮日報」1997年11月26日、朝
鮮日報のホームページ、http://www.chosun.com/より2006年１月11日取
得。
(81)労使政委員会については、労使政委員会『労使政委員会活動評価及び発展
方案に関する研究』ソウル、韓国労働研究院、2002年12月、韓国労働研究院
のホームページ、http://www.kli.re.kr/より2005年１月15日取得。また労使
政委員会の基礎委員会などの審議状況については、概括的であるが、労使政委
員会『労使政委員会５年白書―展開過程と活動成果』ソウル、労使政委員会、
2003年を参考にした。
(82)民主労総は1998年１月７日の中央委員会の98年闘争方針の中で「97年
１月には全国民的支持のもとに総罷業を展開することができたが、98年１月
は周辺与件が大きく異なり、少し間違えて対応するならば労働運動の没落さえ
も自ら招き入れる孤立無援の状態という点を勘案すれば慎重に対応を探し求
めなければならない」としている。労使政委員会のテーブルを蹴り闘争に出る
ことは、当時の雰囲気では国内世論を敵に回すようなもので、民主労総にはか
なり負担になることであった。しかし合意案を受け入れた民主労総の執行部は
その直後に解任されてしまい、強硬派の指導部に入れ替わり、新指導部は合意
の無効を宣言した。新執行部の民主労総は労使政委員会に否定的になるが、98
年１月の合意で得た成果は放棄せず、その実行を政府に要求した。要するに、
労使政委員会は政府にとっても民主労総にとっても、互いに協調して戦略的に
構造的な変化を作り上げるためのものではなく、戦術的に状況的にそれぞれの
利益を最大限に得るために利用されたに過ぎないと言える。上記の民主労総中
央委員会の文書は、ペク・スンホ「医療保険統合一元化の政策決定分析（権力
資源理論の拡大適用を中心に）」『韓国社会科学』ソウル、ソウル大学社会科学
研究院、第23巻第２号、2001年、学術研究情報誌サービス（RISS）のホーム
ページ、http://www.riss4u.net/index.jspより2005年３月21日取得。ペク・
スンホの論文については、民主労総の社会改革闘争に対する高い評価に疑問を
感じるが、労使政委員会に関する考察は冷静かつ客観的なものであり参考にな
るところが実に多い。蛇足であるが、民主労総が当時感じていた国民世論と自
身の力不足については、もう一つの労組の代表である韓国労総も同じであっ
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一
た。「当時の経済的状況と国民世論を反転させて、労使政の合意を労働界が拒
否するには力不足であったということも考慮しなければならない。」韓国労働
組合総連盟『韓国労総50年史』ソウル、2002年、857頁。
(83)労使政委員会、前掲『労使政委員会５年白書―展開過程と活動成果』684～
698頁。
(84)李洪允、前掲論文、131頁。
(85)「DJ大選公約基本趣旨反映／新政府‘100大課題’引継ぎ委員会の暫定案確
定」「東亜日報」1998年２月９日。東亜日報のホームページ、http://www.
donga.com/より2005年２月27日取得。
(86)保健福祉部企画管理室長の金鍾大は最後まで頑強に医保統合に反対した
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com/より2005年１月27日取得。
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院の透明性確保とかいう面から接近した。『医薬分業推進協議会』への市民団
体の参加は、当時の社会的民主化雰囲気の中で起きたことだ。医薬分業の施行
日に１年ほどしか残されていなかったために、利害葛藤の仲裁次元で政府が参
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2005年１月25日取得。
(96)イ・ヒョンチョル、前掲論文、228頁。
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連帯、1999年３月、第６号。参与連帯のホームページ、http://www.peoplep-
ower21.org/より2005年３月21日に取得。
(98)金淵明、前掲「参与連帯『社会福祉委員会』10年の成果と省察」232頁。
(99)金淵明、前掲「年金、医療保険の変化：『排除の政治』の終焉」。
(100)例えば、キム・テソン・成 隆『福祉国家論（第２版）』ソウル、ナナム
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(102)キム・テソン・成 隆、前掲書、454～455頁。
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(103)本稿の抱き込みに関する考察を整理し直したものとして、拙稿「韓国の
政治と市民運動」小此木政夫編『韓国における市民意識の動態』2005年、慶應
義塾大学出版会、75～106頁。
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